
エネルギー基本計画の論点
ーいま、特に大事なことー

公益財団法人 自然エネルギー財団
常務理事 大野輝之



1

いま、特に大事なこと

１ 日本の排出削減はオントラックではない
ー削減対策を強化しなければ、

   日本の2050 年カーボンニュートラル公約は達成できない

２ 原子力発電は2050 年代に必要な
 電力のせいぜい1割しか供給できない
ー脱炭素と安定供給に「原発が不可欠」

という思い込みを捨てる

３ CCS付き火力、石炭アンモニア混焼は、
 脱炭素電源ではないし、高コスト
ーCO28 が決めた「化石燃料フェーズアウト」を日本でも

４ 自然エネルギー電源3倍化を急ぎ、
 脱炭素化の失敗、企業競争力低下、
 エネルギー供給脆弱化のトリプル危機を防ぐ
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１ 日本の排出削減はオントラックではないー削減対策を強化しなければ、菅元総理が宣言した
  2050 年カーボンニュートラル公約は達成できない

政府は、日本の排出削減は2050 年
ネットゼロにむけた順調な減少傾向、オン
トラックであり、一方、他の欧米諸国の
CO2削減は、「かなりの乖離、ディレール
している」と説明している。

しかし、この説明は恣意的。
「オントラック」には三つのからくり。

②2013 年だけは森林吸収量を引かな
い排出量（グロス排出量）を使い、その
後の削減実績の計算には森林吸収量を
引いた排出量（ネット排出量）を使うと
いう特異な計算。
→2013 年もネット排出量を使えば
2050 年の排出量はゼロにならず約5億
6千万トンが残る。

吸収量
記載なし
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２ 原子力発電は2050 年代に必要な電力のせいぜい1割しか供給できない。
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(1) 「既設炉の最大限活用」の限界

①現在、審査中の原子炉が全て再稼働
②まだ再稼働申請をしていない原子炉も 
   全て再稼働
③しかも、それらが全て60 年運転許可を 

得る

という、楽観的な見通しをしても、2055 年
ごろには、原発の設備容量は、現在の稼働
レベルと同じ1,000 万kW 程度になる（赤
矢印）。
電力需要が現在のままでも6％程度、
40 ％増になったら、4％程度しか供給でき
ない。
10 ％供給には、100 万kW の原発10 基
程度の新設が必要

（参考）米国において、2013 年から 2022 年のあいだに廃止され
た13 基の原子炉は、全てラインセンス上は運転可能な期間を残してい
たが（約 4～21 年）、利益が出ないため早期に廃止することになった。
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２ 原子力発電は2050 年代に必要な電力のせいぜい1割しか供給できない。

(2) 新規建設に3つの隘路：①コストの高騰、②建設期間の長期化、③最終処分施設が未定

欧米の新設プロジェクト：コスト超過と建設期間の長期化

EUタクソノミーは、原子力発電投資の前提条件として、
「2050 年までに高レベル放射性廃棄物の最終処分施設
を稼働させる詳細な計画を整備する」ことを規定。

■日本経済新聞 2024 年8月26 日
「建設には巨額の資金が必要になるが、現時点で大手行
幹部は『最終処分場などの問題をクリアしないと融資対象
としては難しい』と明かす。」

最終処分施設が原子力発電投資の前提条件

単純平均では、1GW で建設費は2兆円（1$=140 円）
政府の前回のコスト検証では、1.2GW で4800 億円を想定

Ṗ 2024 9 Patty Durand, Kim Scott and 
Glenn Carroll ¬Plant Vogtle: The True Cost of Nuclear Power in the United StatesMay 2024

 ὺ ṍḧ ὺ

ТжЫрсϰи

3‹Ṑ
1.6GW

χὓᵊϬ12 ӟ Ϝ

ᵃΰοὺ τ17

54ᴑЖи̠

187ᴑЖи

ֽ
Прϼз˔Ъϱ

рЕC1,2‹Ṑ
3.3GW

ὺ ṍḧψ10˙13 τσ

Ϥʺ χὓᵊρ ϓο3˙

6 χ τσϥᾋט ΰ

344ᴑЖи̠

544˙614ᴑ

Жиχ

Щ˔Ͻи3,4‹Ṑ 2.4GW

ὓᵊχ2 χὺ ṍḧ

14˙15 Ϭ ΰθʻᴥΠο

жϱЈрІ︡ ʺỲ Ẹ

›Ӫ τ10 ựΨχṍḧʻ

140ᴑЖи̠

368.5ᴑЖи

日本でも、原発の新設に20 年のリードタイム

（原子力小委員会(2024 年6月24 日）資料）

目標 12 持続可能な消費と生産のパターンを確保する

原子力発電は脱炭素であたっと
しても、サステナルブルな電源とは
言えないのではないか。

企業が使い続けることはSDGs
へのコミットに整合するのか。

ṕ Ṗ
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３①CCS付き火力は脱炭素ではない。CO2貯留も海外に頼る二重の海外依存。

■火力発電でのCCS利用実績は世界で2件。回収率は低い。

2030 年の事業開始をめざすが、具体的な国内の貯留先は不
明。これから「探査・試掘等」で探す状況

一方、貯留先の海外シフトをアジアゼロエミッション共同体
（AZEC）の枠組で加速。化石燃料の輸入を続けることに加え、
排出ガス処分も海外に求める二重の海外依存、脆弱性を生む。

経済産業省の依頼により、地球環境産業技術研究機構が行っ
た研究では、2050 年に毎年2億3500 万トン～2億8200 万ト
ンを海外で貯留するとの試算。

■CO2貯留先を海外に依存

■日本の先進的CCS事業の回収率は不明

「総容量約600 万kW を対象に年間CO2 回収量約
600 万トン」という目標をあげているが、何％の回収を目
指しているのか不明。

100 万 kW の石炭火力発電所から排出される CO2は、
「高効率」と称する超々臨界（USC）方式であっても年間
約 500 万トン。

CCS付き火力を脱炭素のために使うなら、
90 ％以上の回収率を基準とすべき
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３② 石炭アンモニア混焼も専焼も削減効果は小さく、高コスト

「低炭素水素等燃料基準」のアンモニアを使用した場合の排出量

アンモニア製造の過程で
排出されるGHGは、CCSで
はゼロにならない。

これを考慮するとアンモニア
混焼も専焼も削減効果は
小さい。
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ブルームバーグNEF
「日本にとってアンモニア混焼は、電力部門による排出量削
減において経済性に優れるというのは考えにくいでしょう。」

JERAの想定するアンモニア発電コスト構造

Ṗ JERA JERA ṕ2022 1 19 Ṗ
 ṕ2 Ṗ 2 P.15

太陽光、風力発電＋蓄電池 50% 混焼

アンモニア専焼



7

４ 自然エネルギー電源3倍化を急ぎ、 
 脱炭素化の失敗、企業競争力低下、エネルギー供給脆弱化のトリプル危機を防ぐ

第6次基本計画策定時の2050 年ビジョンは、電力の30 ～40 ％が「CCS＋原子力」。
非電力でも「CO2回収・再利用の最大限活用」を提唱

脱炭素化に失敗するリスク

CCSのCO2回収率は8割未満。脱炭素達成困難。

コスト上昇、競争力低下のリスク
日本だけが、高コストの原子力、CCS火力、
水素・アンモニア発電に電力の5割を依存。
日本企業は競争力低下。国内新規立地も困難に

エネルギー安全保障上のリスク

① 電力でも、非電力でも大量の化石燃料利用
継続。海外依存が解消されない。

② 水素・アンモニアの国内生産が十分にできず、
大量の海外輸入が必要に。

③ 回収したCO2の貯留も海外に依存。ψάχ ᾛ  Ϭˮ╥― ˯ρΰοΜϥΥʺ ῲӽ ְ֫ Ṑḩχ ЫІЌ˔Фжрχᾁ πψʺ
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COP28 でも、G7サミットでも、IEA シナリオでも示されている
自然エネルギー・エネルギー効率化の最大限活用を脱炭素戦略の中心に据えるべき
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